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計画タイトル

2030年のあるべき姿

ターゲット2.3、2.4 ゴール１ ターゲット1.2
ターゲット9.4 ゴール４ ターゲット4.4、4.5 ゴール７ ターゲット7.1,7.2

ゴール８ ターゲット8.5

＃

1 2018年３月 15,000 万円 2030年 30,000 万円

2 2018年３月 39.0 回 2030年 100 回

3 2018年３月 6.0 人／年 2030年 12.0 人／年

4 2019年３月 概ね０ ％ 2030年 100 ％

１．全体計画

SDGs未来都市等進捗評価シート

舞鶴市　ＳＤＧｓ未来都市計画

都会にはない豊かな自然や歴史・文化を最大限に生かすとともに、第４次産業革命と呼ばれるＡＩやＩＣＴ等の先進技術を積極的に導入し、 「舞鶴版Society5.0」を推進する中で日常生活や都市機能における効率性や利便性の向上、ヒトとヒトのつながりの強化、高齢者や女性の更なる社会参画等を促す中で、新たな価値創造を切り拓きくとともにまちの
持続可能性を高め、未来型の便利な田舎暮らし「 ヒト、モノ、情報、あらゆる資源がつながる“未来の舞鶴”」 を実現する。

2030年の
あるべき姿の
実現に向けた

優先的なゴール

社会経済 環境

京都舞鶴港におけるクルーズ客船来航数

就労移行支援やＡ型、Ｂ型から一般就労への移行者数

公共施設における再生可能エネルギー比率

万願寺甘とうの出荷額

進捗状況や課題等（定性指標や補助指標等を含む）当初値 2030年

優先的なゴール、
ターゲットに関する

KPI

ゴール２
ゴール９

公共施設における再生可能エネルギー比率の向上や、防災レジリエンス性の向上を目的に、今年度、市の体育館に再生可能エネルギー（太陽光）による発電と蓄電システムを導入予定。また、今
年度、本市全体ににおける再生可能エネルギーのあり方を整理した「地域エネルギービジョン」を策定することとしており、公共施設における再生可能エネルギーの導入・活用方策等も合わせて取りまと
める予定。

指標名　　※【】内はゴール・ターゲット番号

本市特産品である万願寺甘とうにおけるスマート農業の展開については、連携協定を締結しているＫＤＤＩ㈱に加え、京都府農林水産技術センターなどの関係機関にも協力いただく中で、高収量
の5生産者のハウスに、ハウス内の環境をモニタリングするためのセンサーの設置を完了した。万願寺甘とうは共選共販方式であるため、モニタリングデータを共有することにより万願寺部会内のすべての
生産者の収量増加を図るとともに、新規就農を容易にするためのマニュアル化・作業やデータの見える化を図るための準備が完了した。

2019年は34回の寄港があり、クルーズ客船寄港によるインバウンドの窓口として、重要な役割を果たしてきた。2020年についても、30回の寄港を予定していたが、新型コロナウイルス感染症の影響
により、クルーズ船の運航は停止し、寄港もキャンセルが続いている。今後は再開に向け、関係機関と連携し、感染症対策を整え万全な受入れ体制を構築していくとともに、市民へしっかりと情報提供
し、安全・安心な環境を整えていく。

障害者施設と農業ニーズとのマッチングを実施（令和元年度4回）。既に農業というフィールドを活用する障害者施設は多く、これまで以上の連携を生み出すことが困難な事例も多かった。今後はこ
れまで福祉施策で対応できなかった人（施設に通所することができない人など制度の狭間にいる人等）をターゲットとすることも検討。生活困窮者や引きこもりの社会参加就労準備事業においては一
定の成果があったものの、農業側のメリットの少なさや、農作業で収益を上げることの困難さにより、公的補助ありきの福祉事業の域を出なかった点が課題である。

2019年度
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１．全体計画
行政体内部の推進体制 自治体SDGsの情報発信・普及啓発の取組状況・課題 有識者からの取組に対する評価

ステークホルダーとの連携

■具体的な事業を着実に実施してきており評価できる。
■舞鶴型MaaSの運営の取組、効果、Society 5.0 の
具体的な取組の進捗を客観的に計測する指標が必要で
ある。

■都市部から本市への新たなヒトの流れを作るため、コワーキングスペースを活用し企業合宿やモニターツアーなど、都市部からの人材の呼び込みに取り組んでいるところ、特に民間企業等へのアプローチにおい
ては、本市がSDGsに取り組む自治体であること（特に未来都市のブランド力）は有効な材料となっており、引き続き、未来都市としての本市の姿勢やビジョンを打ち出す中で、都市部からの人材や地方拠点
の呼び込みに取り組み、新たなヒトの流れを創出する。
■SDGs未来都市への選定を契機に、市内の高校におけるSDGsへの関心が高まり、各校が主体的にＳＤＧｓの学びに取り組んでいる。各校におけるSDGsの授業等においては生徒に身近なテーマを題材
に設定されており、生徒たちが改めて地域の特性や魅力を見直す機会を生み出し、地方創生に貢献している。

【域内外の主体】
・連携協定を締結しているオムロンソーシアルソリューションズ㈱（ＯＳＳ）やＫＤＤＩ㈱，舞鶴工業高等専門学校
（舞鶴高専）、㈱Ｊ＆Ｊ事業創造、㈱ハッシャダイファクトリー、㈱美京都等はもとより、京都交通㈱やシンク・アンド・ア
クト㈱など、それぞれにの事業に応じて新たに多様な主体と連携する中で、共生型MaaSやモニタリングなどＳＤＧｓモデ
ル事業を着実に推進している。また、連携協定を締結した各主体とは、公共施設におけるＩＣＴの導入やスマート農
業、スマート漁業など、デジタル技術等を活用した新たな事業の検討も進めている。
【国内の自治体】
・京都府北部５市２町において住民の利便性の向上や圏域の持続可能性を高めるための取組として「京都府北部地
域連携都市圏」の形成を推進している。現在、令和３年度からの５か年の計画を策定しているところ、住民の利便性の
向上や行政運営の効率化に資する事業について、４市２町への展開（連携事業への位置付け）を検討している。
【海外の主体】
・日本語の習得に励む優秀な若い人材に対して、「介護福祉」「茶の栽培」「工業・産業」の専門技術を身に付けてもら
い、舞鶴市や本国でその技術を生かしていただくため、2019年11月に・ウズベキスタンのリシタン地方と人材育成交流に
関する覚書を交わした。
・新型コロナウイルスの影響によりウズベキスタンの日本語学校「Noriko学級」の運営が困難な状況に陥っていた状況に
陥っていたため、募金の呼びかけ等による支援を実施した。

地方創生・地域活性化への貢献

【域内（市内）への発信】
・コワーキングスペースを活用し、市内外の企業や教育機関・研究機関等を呼び込む中でワークショップ等を実施し、多様な世代へのSDGsの普及啓発に努めている。
・コワーキングスペースにおいて、市内の産官学を中心に、ワークショップや研修等を行う「ＳＤＧｓリーダーシッププログラム」や高校生を対象としたＳＤＧｓクラブを実施する中で啓発や人材育成に取り組んで
いる。
・東京大学生産技術研究所と共同で実施したワークショップなど、地域の高校生等の刺激となる取組を展開している。
・ＳＤＧｓ未来都市等への選定を契機に地元の各高校が授業にSDGsに係る学びを取り入れているところ、市では各校との連携を強化し、取組の普及啓発を進めている。今後の方策として、各自治会レベ
ル等へのきめ細かな発信・啓発について検討している。
【域外（市外）への発信】
・サステナブル・ブランド会議横浜（R2.2.19）において、本市のＳＤＧｓの取組として教育機関や企業等との多様な連携による「心が通う便利で豊かな田舎暮らし」の実現に向けた取組について発信し
た。
・日本青年会議所近畿地区京都ブロック協議会のオープン委員会を本市で開催いただき、日本青年会議所の京都ブロック協議会のメンバーに本市の取組を発信した。
・京都府北部５市２町において「京都府北部地域連携都市圏」を形成しているところ、現在策定中の連携ビジョンにおいてＳＤＧｓの視点を盛り込むとともに、地域の持続可能性を高めるため、本市におけ
るSociety5.0実装推進の事例の情報を共有し、圏域内への普及を働きかけている。
・様々な機関から取材いただくとともに、国や地方公共団体、民間企業等からの視察を受け入れる中で、ＳＤＧｓモデル事業の内容を広く発信している。
・本市と連携している主体（ＯＳＳやＫＤＤＩ等）においては、それぞれの営業ツールとして本市における取組事例を活用いただいており、各主体から全国の自治体等に本市の「舞鶴版Society5.0 for
SDGs」の情報が発信されている。
【海外向け】
・来年度に延期された東京オリンピック・パラリンピックでは、レスリングと柔道の直前合宿を受け入れる予定。本市とウズベキスタンは、これまでから引き上げの史実を通じた交流に取り組んできたところであるが、
オリンピックでの受入を契機に更なる交流へと発展させていくこととしている。スポーツのみならず、文化や経済、人材など多様な交流を行う中で本市が取り組むＳＤＧｓについても発信していく。

■各種計画への反映状況や課題
　本年４月に策定した第２期まち・ひと・しごと総合戦略においては、市民をはじめ、市の施策に関わる多様な連携主体
へのSDGsの浸透を図ることを目的に各施策についてＳＤＧｓの17のゴールとの関連性を示す表現を採用した。また、
SDGs未来都市としての役割を果たすとともに、SDGs未来都市計画との整合を図り、SDGsへの取組を推進力にしなが
ら持続可能なまちづくりを推し進めることを宣言している。
　また、今年度策定予定の環境基本計画や地域エネルギービジョンをはじめとする各種計画等においても、各施策におい
てＳＤＧｓとの関連を示すとともに、ＳＤＧｓ未来として本市が果たす役割等を盛り込む予定。

■行政体内部の執行体制及び首長のリーダーシップ
　2030年のありたい姿（未来型の“便利な田舎ぐらし『ヒト、モノ、情報、あらゆる資源がつながる“未来の舞鶴”』）を実
現するため、2019年４月に市長をリーダーとする22課37名から成る庁内横断組織（舞鶴版 Society 5.0 推進本
部）を設置。2020年度からはさらに23課51名へと体制の充実・強化を図り、舞鶴版Society5.0 for ＳＤＧｓを着
実に推進している。
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取組名 ター
ゲット 指標名 進捗状況や課題等（定性指標や補助指標等を含む）

① 海・港を生かした産業
振興と若者が働く場の確
保

9.4 京都舞鶴港における年間取
扱貨物量

2018年３月 11,611 千トン 2019年12月 11,865 千トン 2021年 12,141 千トン 48%

京都舞鶴港振興会による積極的なポートセールスや、港湾管理者による荷役
設備の充実等により利用が拡大。こうした貨物需要の高まりを背景に2019年
11月には新たな国際コンテナ航路が就航。2020年には日韓露国際フェリーが
新たに就航したところであり、今後、更なる貨物量の増加に向け取り組み、港
の発展、京都府北部の活性化につなげていく。

② 特色ある一次産業・地
場産業・観光産業等のブ
ランド化

2.3
2.4 万願寺甘とうの出荷額 2018年３月 15,000 万円／年 2020年３月 17,195 万円／年 2021年 19,000 万円／年 55%

本市特産品である万願寺甘とうにおけるスマート農業の展開については、連携
協定を締結しているＫＤＤＩ㈱に加え、京都府農林水産技術センターなどの
関係機関にも協力いただく中で、高収量の5生産者のハウスに、ハウス内の環
境をモニタリングするためのセンサーの設置を完了した。万願寺甘とうは共選共
販方式であるため、モニタリングデータを共有することにより万願寺甘とう部会内
のすべての生産者の収穫量増加を図るとともに、新規就農を容易にするための
マニュアル化・作業やデータの見える化を図るための準備が完了した。

③ 人口構造の変化に対
応した都市機能の整備 11.2 市内公共交通利用者数 2018年３月 199.9 万人／年 2020年３月 196 万人／年 2021年 201.5 万人／年 -244%

OSS㈱及び日本交通㈱とともに、バス・タクシーなどの既存交通を補完する仕
組みとして、OSSが開発したスマホアプリを活用した住民同士のマッチングによる
送迎を組み込んだ「舞鶴市共生型MaaS”meemo（ミーモ）”」の実証実験
を実施した。今後、この仕組みを活用し、いかに住民の移動利便性を向上させ
るか、既存交通の利用促進につなげられるかが課題となる。

④ 育成と流入の促進によ
る地域を担う人材の確保 8.9 コワーキングスペースを通じた

都市部からの来訪者数
2019年２月 0 人 2020年３月 796 人 2021年 1,000 人／年 80%

SDGs未来都市のブランド力を活用し、都市部企業のモニターツアーや企業合
宿を誘致。市外の有識者を講師に迎えたSDGsワークショップや、市外企業や
ＮＰＯ法人との連携により市内小学生を対象としたプログラミング教室やエコ
発電体験教室を開催するなど、コワーキングスペースを拠点とするＳＤＧｓの
普及啓発を実施。市民へのSDGsの更なる浸透を図ることが重要と感じてい
る。
また、コワーキングスペースにおいては、市内の産官学を中心に、ワークショップや
研修等を行う「ＳＤＧｓリーダーシッププログラム」や高校生を対象としたＳＤ
Ｇｓクラブを実施する中で、人材育成に取り組んでいる。

⑤ 再生可能エネルギーの
活用促進による脱炭素社
会の実現

7.2 住宅用太陽光発電システム
の設置基数（累計）

2018年３月 1,372 基 2020年３月 1,657 基 2021年 1,550 基 160%

FITの買取価格が低下している一方、ソーラーパネルの価格の低下や蓄電池
の普及などを背景に設置基数が進んでいる。
現在、市においては、普及のための補助制度を展開しているところであるが、舞
鶴版の「再エネ型経済社会」の構築向けては、補助金を通じた普及促進では
なく、市民意識の更なる向上を図ることが重要と考えている。

⑥ ＩＣＴを活用した事業
効率化により資源が循環
する社会の構築

12.5 廃プラスチック類の焼却に伴う
ＣＯ２排出量

2018年３月 6,121 トン 2020年３月 5,859 トン 2021年 5,202 トン 29%

平成31年４月１日からごみの分別区分を変更（６種９分別から７種９分
別に変更）した。これまでは容器包装類を可燃ごみとして収集していたところ、
資源ごみとして収集することとしたことにより、可燃ごみに含まれていたプラチックご
みの混入率が下がり、廃プラスチック類の焼却に伴うＣＯ２排出量が減少した
もの。

SDGs未来都市等進捗評価シート

１．全体計画

達成度（％）

自治体SDGsの
推進に資する

取組の
2021年のKPI

当初値 2019年 2021年

2019年度

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%
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自治体SDGs
推進モデル事業名

モデル事業の概要

取組名 ター
ゲット 指標名 取組内容 当該年度の取組状況の評価と

今後の課題

2.3
2.4

万願寺甘とうの出
荷額

2018年３月 15,000 万円 2020年３月 17,195 万円 2021年度 19,000 万円／年 55%

【取組内容】
スマート農業に係るセンサーの設置等

【事業費等】
民間のプレイヤーと連携して取り組んで
おり、市の事業費負担なし。

本市特産品である万願寺甘とうにおけるスマート農業の展開につ
いては、連携協定を締結しているＫＤＤＩ㈱に加え、京都府農
林水産技術センターなどの関係機関にも協力いただく中で、高収
量の5生産者のハウスに、ハウス内の環境をモニタリングするための
センサーの設置を完了した。万願寺甘とうは共選共販方式である
ため、モニタリングデータを共有することにより万願寺部会内のすべ
ての生産者の収量増加を図るとともに、新規就農を容易にするた
めのマニュアル化・作業やデータの見える化を図るための準備が完
了した。

9.4 京都舞鶴港におけ
る年間取扱貨物量

2018年３月 11,611 千トン 2019年12月 11,865 千トン 2021年度 12,141 千トン 48%

【取組内容】
京都舞鶴港振興会による積極的な
ポートセールスを実施（京都舞鶴港
振興会補助金）。
【事業費等】
106,563,000円

京都舞鶴港振興会による積極的なポートセールスや、港湾管理
者による荷役設備の充実等により利用が拡大。こうした貨物需
要の高まりを背景に2019年11月には新たな国際コンテナ航路が
就航。2020年には日韓露国際フェリーが新規就航したところであ
り、今後、更なる貨物量の増加に向け取り組み、港の発展、京
都府北部の活性化につなげていく。

4.4
4.5
8.5

就労移行支援やＡ
型、Ｂ型から一般
就労への移行者数

2018年３月 6 人／年 2020年3月 5 人／年 2021年度 6 人／年 83%

【取組内容】
様々な福祉領域の人と農業とのマッチ
ングを推進。引きこもりや生活困窮者
を対象とした就労準備事業を実施。

【事業費等】
就労準備事業委託費810,000円

障害者施設と農業ニーズとのマッチングを実施（令和元年度4
回）。既に農業というフィールドを活用する障害者施設は多く、こ
れまで以上の連携を生み出すことが困難な事例も多かった。今後
はこれまで福祉施策で対応できなかった人（施設に通所すること
ができない人など制度の狭間にいる人等）をターゲットとすることも
検討。生活困窮者や引きこもりの社会参加就労準備事業にお
いては一定の成果があったものの、農業側のメリットの少なさや、
農作業で収益を上げることの困難さにより、公的補助ありきの福
祉事業の域を出なかった点が課題である。

11.2
コワーキングスペース
を通じた都市部から
の来訪者数

2018年３月 0 人 2020年３月 796 人 2021年度 1000 人／年 80%

【取組内容】
都市部の企業を対象にしたモニターツ
アーの実施、SDGs普及促進に向けた
ワークショップの開催、小学生を対象と
したプログラミング教室やエコ発電体験
教室を開催等

【事業費等】
10,704,344円

SDGs未来都市のブランド力を活用し、都市部企業のモニターツ
アーや企業合宿を誘致。市外の有識者を講師に迎えたSDGs
ワークショップや、市外企業やＮＰＯ法人との連携により市内小
学生を対象としたプログラミング教室やエコ発電体験教室を開催
するなど、コワーキングスペースを拠点とするＳＤＧｓの普及啓発
を実施。市民へのSDGsの更なる浸透を図ることが重要と感じて
いる。

SDGs未来都市等進捗評価シート

２．自治体SDGs推進モデル事業

『 ヒト、モノ、情報、あらゆる資源がつながる“未来の舞鶴”』創生事業

住民はもとより、域内・外の民間企業や教育機関と連携を強化するとともに、ＡＩやＩＣＴ等の先進技術を積極的に導入し、エネルギーや交通、生活（マッチング・キャッシュレス）、公共（インフラやヒトの見守り）等をつなぎ合わせることで有効に活用するための「舞鶴版Society5.0」の実装を推し進める。
「舞鶴版Society5.0」の実装により、日常生活や都市機能における効率性や利便性の向上、ヒトとヒトのつながりの強化、高齢者や女性の更なる社会参画等を促し、新たな価値創造を切り拓くとともにまちの持続可能性を高め、都会にはない豊かな自然や歴史・文化の中での未来型の“便利ないなか暮らし
『ヒト、モノ、情報、あらゆる資源がつながる“未来の舞鶴”』を実現する。

当初値 2019年 2021年 達成度（％）

①　京都舞鶴港スマート・エ
コ・エネルギーポート化推進

②　万願寺甘とう等におけるス
マート農業の展開

③　ＡＩやＲＰＡを活用した
行政の効率化

①　全ての市民に不自由ない
移動を！ＭａａS導入のまち

②　農福連携を通じた社会的
弱者の社会参画促進

③　舞鶴版Society5.0を担
う未来創造人材の育成

三側面ごとの
取組・事業と

2021年のKPI

2019年度

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%
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取組名 ター
ゲット 指標名 取組内容 当該年度の取組状況の評価と

今後の課題当初値 2019年 2021年 達成度（％）

住宅用太陽光発電
システムの設置基数
（累計）

2018年３月 1,372 基 2020年３月 1657 基 2021年度 1,550 基 160%

【取組内容】
住宅用再生可能エネルギー設備等導
入支援補助金を通じた普及
【事業費等】
3,990千円

FITの買取価格が低下している一方、ソーラーパネルの価格の低
下や蓄電池の普及などを背景に設置基数が進んでいる。
市においては、補助制度を展開しているところであるが、補助金を
通じた普及促進ではなく、市民意識の更なる向上を図ることが重
要と考えている。

廃プラスチック類の焼
却に伴うＣＯ２排
出量

2018年３月 6,121 トン 2020年３月 5,859 トン 2021年度 5,202 トン 29%

【取組内容】
分別区分の変更に伴う廃棄物処理
場の施設整備、収集体制の見直し、
地域におけるルールの見直し等
【事業費等】
123,760千円

平成31年４月１日からごみの分別区分を変更（６種９分別
から７種９分別に変更）した。これまでは容器包装類を可燃ご
みとして収集していたところ、資源ごみとして収集することとしたこと
により、可燃ごみに含まれていたプラチックごみの混入率が下がり、
廃プラスチック類の焼却に伴うＣＯ２排出量が減少したもの。

①　ＲＥ100宣言（再生可
能エネルギーの地産地消実
現）

②　ＩＣＴの活用による循環
型社会形成の推進

③　産官学連携による防災・
減災システム導入

三側面ごとの
取組・事業と

2021年のKPI

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%
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自律的好循環に向けた取組状況

ステークホルダーとの連携状況

自治体SDGsモデル事業の普及展開状況

三側面をつなぐ
 統合的取組

による
相乗効果

SDGs未来都市等進捗評価シート

２．自治体SDGs推進モデル事業

三側面をつなぐ
統合的取組
（自治体

SDGs補助金
対象事業）

今後、ますますの人口減少や高齢化の進行が予測される中にあって、住民の参画はもとより、域内・外の民間企業等との連携のもと、エネルギーや交通、生活（マッチング・キャッシュレス）、公共
（インフラやヒトの見守り）等を先進技術等の活用によりつなぎ合わせることで、自立と共生を促進し、『ヒト、モノ、情報、あらゆる資源がつながる“未来の舞鶴”』を実現し、持続可能性を高める。

■本市の取組のコンセプトを打ち出すとともに、ＳＤＧｓ未来都市のブランド力を活用する
中で、必要なヒト・モノ・カネ等を持ち込んで本市をフィールドとする地域活性化事業等に
チャレンジする企業等を呼び込んでいる。
■積極的なＰＲを行う中で、未来都市計画で示した企業等以外にも新たに本市をフィー
ルドとする取組を展開する企業等が生まれるなど、好循環が創出されている。
■民間企業や高等教育機関等においては、それぞれの自己資金の活用に加え、それぞれ
が主体となって積極的に国等の補助事業やモデル事業も獲得する中で費用を捻出し、実
証実験等を推進している。

舞鶴版Society5.0実装推進事業

取組
内容

2019
年

【取組内容】
ＳＤＧｓモデル事業として、①多様な主体との連携による「舞鶴版ＳＤＧｓ」ＰＲ促進事業、②共助による移動手段（meemo（仮称））導入に係る実証実験等、③産官学連携による
ＩＣＴを活用した防災・減災システム実装実証事業を推進。また、市独自の取組として、ＡＩ－ＯＣＲやＲＰＡ活用に係る研究や、再生可能エネルギー活用に係る研究等を推進した。
【事業費等】
ＳＤＧｓモデル事業：27,259千円

当該年度の
取組状況の評価

●2019年度には、コワーキングペースを拠点に、都市部に所在する企業のモニターツアーや企業合宿の誘致を行うとともに、ワークショップや講演会、交流事業を展開する中でSDGsの普及啓発
や人材育成を推し進めてきた。今後は、市民、特に無関心層におけるＳＤＧｓの認知度を高めるための取組の強化が必要である。
●「共助による移動手段（meemo（仮称））導入に係る実証実験」について、新型コロナウイルスの影響により2019年度における実証実験は中止。2020年度７月から改めて実証実験を
実施している。連携先のＯＳＳに加え、地域の交通事業者である京都交通㈱の協力を得る中で、日本初の共生型MaaSとして実証実験を推し進めている。
●防災・減災システム実装実証については、2019年度にはデータ取得のための基盤整備や市民への情報発信ツールの構築を推進。当該情報発信ツールについては、2020年度中に実装する
予定。また、2020年度においては、内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」における実証実験モデル自治体に選定されたところであり、舞鶴高専等とも連携を深める中で、市
街地における浸水予測等の実現に向けて研究を進めていく予定。

■連携協定を締結しているオムロンソーシアルソリューションズ㈱（ＯＳＳ）やＫＤＤＩ
㈱，舞鶴工業高等専門学校（舞鶴高専）㈱Ｊ＆Ｊ事業創造、㈱ハッシャダイファクト
リー、㈱美京都等はもとより、京都交通㈱やシンク・アンド・アクト㈱など、それぞれにの事業
に応じて新たに多様な主体と連携する中で、共生型MaaSやモニタリングなどＳＤＧｓモデ
ル事業を着実に推進している。また、連家協定を締結した主体との連携においては、公共
施設におけるＩＣＴの導入やスマート農業、スマート漁業など、デジタル技術等を活用した
新たな事業の検討も進めている。

■企業や教育機関においては、本市における取組内容を全国に広く発信していただいてい
る。ＯＳＳ等においては本市における取組事例をもとに、他の自治体とのSDGsや
Society5.0等を軸とした連携に発展させるなど本市のモデル事業が広く展開され始めてい
る。
■本市を含む京都府北部５市２町では、「京都府北部地域連携都市圏」の形成を推
進し、「地域循環型の経済成長」「高次の都市機能の確保」「生活関連機能の向上」に
取り組んでいる。現在、向こう５年間に５市２町が取り組む連携事業について検討してい
るところ、本市でのSDGsモデル事業の実績を踏まえ、ＡＩやＩｏＴを活用した取組の導
入方法等についても検討している。

●近年、過去に例を見ないような台風や豪雨等により市街地
の浸水が生じているところ、「産官学連携による防災・減災シ
ステム導入」により効率的なまちの見守り（行政の効率化）
や分かりやすい防災情報等の発信（市民の利便性が向
上）に取り組むとともに、浸水予測等を実現することで、環境
（気候）の変化に適応し暮らし、続けられるまちづくりを進め
ている。
●「万願寺甘とう等におけるスマート農業の展開」や「らっきょう
プロジェクト」の展開により、収穫量の安定化や増加という経
済面での効果はもとより、集落の活性化など社会面での効果
や、耕作放棄地の拡大抑制による有害鳥獣とのすみ分けや
不法投棄の防止など環境面での効果を生み出している。
●「万願寺甘とう等におけるスマート農業の展開」や「らっきょう
プロジェクト」の展開により、収穫量の安定化や増加という経
済面での効果はもとより、集落の活性化など社会面での効果
や、耕作放棄地の拡大抑制による有害鳥獣とのすみ分けや
不法投棄の防止、景観の美化など環境面での効果を生み出
している。特に、らっきょうプロジェクトについては、都市部の企
業と連携し企業の研修等としての要素も取り入れて取り組ん
でおり、都市部からのヒトの呼び込みによる地域の活性化や企
業の人材育成、景観の美化など三側面における効果の創出
に結びついている。

●コワーキングスペースを活用して各種事業を展開する中で、
市外から多数の人材を呼び込んでおり、市域における人材育
成の促進など社会面の効果の創出はもとより、市における消費
の拡大、さらには舞鶴ファンの創出を通じた企業版ふるさと納税
の拡大など経済面での効果も生み出している。
●SDGsモデル事業として取り組んでいる「共助による移動手段
（meemo（仮称））導入に係る実証実験等」においては、
免許返納により移動の足を失っていた高齢者が、当該実証実
験を通じて日々の買い物はもとよりサークル活動への参加などの
社会参画のための移動手段を確保することができており、経済・
社会面での効果を生み出している。
●「万願寺甘とう等におけるスマート農業の展開」や「らっきょうプ
ロジェクト」の展開により、収穫量の安定化や増加という経済面
での効果はもとより、集落の活性化など社会面での効果や、耕
作放棄地の拡大抑制による有害鳥獣とのすみ分けや不法投
棄の防止、景観の美化など環境面での効果を生み出している。
特に、らっきょうプロジェクトについては、都市部の企業と連携し
企業の研修等としての要素も取り入れて取り組んでおり、都市
部からのヒトの呼び込みによる地域の活性化や企業の人材育
成、景観の美化など三側面における効果の創出に結びついてい
る。

●近年、過去に例を見ないような台風や豪雨等により市街地の
浸水が生じているところ、「産官学連携による防災・減災システム
導入」により効率的なまちの見守り（行政の効率化）や分かりや
すい防災情報等の発信（市民の利便性が向上）に取り組むとと
もに、浸水予測等を実現することで、環境（気候）の変化に適
応し暮らし、続けられるまちづくりを進めている。
●「万願寺甘とう等におけるスマート農業の展開」や「らっきょうプロ
ジェクト」の展開により、収穫量の安定化や増加という経済面での
効果はもとより、集落の活性化など社会面での効果や、耕作放棄
地の拡大抑制による有害鳥獣とのすみ分けや不法投棄の防止、
景観の美化など環境面での効果を生み出している。特に、らっきょ
うプロジェクトについては、都市部の企業と連携し企業の研修等と
しての要素も取り入れて取り組んでおり、都市部からのヒトの呼び
込みによる地域の活性化や企業の人材育成、景観の美化など三
側面における効果の創出に結びついている。

2019年度

経済⇔環境 経済⇔社会 社会⇔環境
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２．自治体SDGs推進モデル事業

＃ 指標名 有識者からの取組に対する評価

1 【経済→環境】市の事務事業に伴うエネル
ギー起源のＣＯ２排出量 2018年３月 16,405 t-CO2 2020年３月 12,999 t-CO2 2021年 14,651 t-CO2 194%

2 【環境→経済】住宅用太陽光発電システム
の設置基数（累計） 2018年３月 1,372 基 2020年３月 1,657 基 2021年 1,550 基 160%

3 【経済→社会】農村集落空き家への移住世
帯数（空き家情報バンク利用） 2018年３月 12 世帯／年 2020年３月 8 世帯／年 2021年 15 世帯／年 -133%

4 【社会→経済】コワーキングスペースを通じた
都市部からの来訪者数 2019年３月 0 人 2020年３月 796 人 2021年 1,000 人／年 80%

5 【社会→環境】耕作放棄地面積の増加抑制 2015年２月 324 ha 2019年７月 76 ha 2021年 324 ha 23%

6 【環境→社会】地域防災計画の策定件数 2018年３月 0 件 2020年３月 0 件 2021年 15 件／年 0%

三側面をつなぐ
 統合的取組

による
相乗効果

■KPIを立てた項目は、meemo実証実験の2か月間の実施やコワーキングスペースの民
間企業による自走など、具体的な事業を実施できているように見える。実証実験の結果を
分析して、今後に活かしていただきたい。コワーキングスペースから生まれた新たなプロジェクト
を明らかにし、成功事例として紹介してもらいたい。給付金をITにより早急に給付できたこと
等、事業の結果は出てきており評価できる。
■MaaSの社会経済効果と、就労移行支援、コーワーキングとの相互が関連するメカニズ
ムについて今後具体的な説明が必要である。
■コワーキングスペースの運営促進の仕組み、MaaSの具体的な運営の仕組みと活用の水
準その相互の連関について、定量的なエビデンスを含む情報が必要である。
■SDGｓの経済、社会、環境への好循環がまだ構築できていないので、その部分を強化
する必要があると思料する。
■オムロンソーシャルソリューションズ、KDDI、舞鶴高専と行政機関との連携社会実証事
業の運営のスキーム、今後の事業展開の枠組みについて具体的な説明を期待する。
■Society5.0の推進に、GIGAスクールへの支援も含むことが望まれる。また、SDGsの取
組の中に、学校（義務教育）も巻き込む必要がある。
■Society5.0がSGDsにどのように繋がるかを明らかにすることを期待する。
■自律的好循環の取組など、全体的に具体性が必要である。

当初値 達成度（％）2019年 2021年
-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%

-50% 0% 50% 100%
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